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代 表 者  役  職  名  取 締 役 社 長 

        氏    名  高 橋 武 治      

問い合わせ先  責任者役職名  取締役管理部長 

        氏    名  影 山 信 博     ＴＥＬ  （０３）３２７１－１７１１ 

決算取締役会開催日  平成１７年２月２５日       中間配当制度の有無        有 

定時株主総会開催日  平成１７年３月３０日       単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株） 

 

１．１６年１２月期の業績（平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日） 

(1) 経営成績            (注)本決算短信中の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営  業  利  益 経  常  利  益 

       百万円   ％       百万円   ％       百万円   ％

１６年１２月期      7,749  （ △  13.5 ）         22    （ △ 95.1 ）        303    （ △  49.6 ）

１５年１２月期      8,958  （ △   4.9 ）        471    （ △ 49.6 ）        603    （ △  33.7 ）

 

 １株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高

 
当 期 純 利 益 

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

    百万円   ％    円 銭   円 銭     ％     ％     ％

１６年１２月期  △  821 （  - ） △ 94  15     －  △   8.9      1.9      3.9 

１５年１２月期      301 （  - ）   30  81   30  66      3.1      3.4      6.7 

(注) １．期中平均株式数 １６年１２月期     8,722,093 株   １５年１２月期     9,026,913 株 

   ２．会計処理の方法の変更    有 

   ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 株 主 資 本

  中 間 期 末 （ 年 間 ） 
配 当 性 向

配  当  率

    円  銭    円  銭    円  銭     百万円      ％      ％

１６年１２月期   10    00    0    00   10    00      87      －       1.0 

１５年１２月期   10    00    0    00   10    00      87     32.5       0.9 

 

(3) 財政状態 

 総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

       百万円        百万円         ％       円  銭

１６年１２月期     14,624      8,690        59.4       996    64 

１５年１２月期     16,636      9,697        58.3      1,108    84 

(注) １．期末発行済株式数  １６年１２月期   8,719,492 株   １５年１２月期   8,724,476 株 

   ２．期末自己株式数   １６年１２月期     833,519 株   １５年１２月期     828,535 株 

 

２．１７年１２月期の業績予想（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日） 

 １  株  当  た  り  年  間  配  当  金

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利益

中  間 期  末  

    百万円    百万円    百万円    円 銭    円 銭    円 銭

中 間 期  3,900    40 △  280    0   00   

通 期  8,400   140 △  180    10   00   10   00 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）     △20 円 64 銭 

 ※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算定しており、今後の経済状況等の変化により、実際の業績 
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  は予想値と異なる結果となる場合があります。 
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 ９．個別財務諸表等 

  （１）貸 借 対 照 表                                                           （単位：千円） 

当                  期 前                 期 比 較 増 減
（平成１６年１２月３１日現在） （平成１５年１２月３１日現在） （ △ は 減 ）

          期別

 

科目  金     額 構成比  金     額 構成比 金  額

（資産の部）       ％    ％   

Ⅰ 流動資産      

   現金預金          825,165         1,525,912  △   700,747

   受取手形          583,663         1,098,492  △   514,828

   完成工事未収入金        2,032,171         1,395,055       637,116

   未成工事支出金        1,904,357         2,027,983  △   123,626

   材料貯蔵品           54,404            50,214         4,189

   短期貸付金            5,011             2,200         2,811

   前払費用           36,946            38,606  △     1,660

   繰延税金資産            8,194           155,195  △   147,000

   その他流動資産          101,681            91,700         9,981

   貸倒引当金 △         6,650  △        52,300        45,650

流動資産合計        5,544,945   37.9        6,333,059   38.1 △   788,114

Ⅱ 固定資産      

  有形固定資産      

   建物        1,112,413         1,166,187  △    53,774

   構築物          232,317           248,887  △    16,570

   機械装置          127,575           131,311  △     3,736

   車輌運搬具            3,209             4,113  △       904

   工具器具・備品           59,981            50,168         9,812

   土地        2,465,376         2,465,376           － 

   建設仮勘定            5,969              －         5,969

有形固定資産計        4,006,842         4,066,045  △    59,203

      

  無形固定資産       

   借地権           97,297            97,297           － 

   ソフトウェア              731               365           366

   その他無形固定資産            6,190             6,190           － 

無形固定資産計          104,219           103,852           366

      

  投資その他の資産      

   投資有価証券          783,121         1,028,455  △   245,334

   関係会社株式             －               200  △       200

   関係会社出資金           36,660            36,660           － 

   長期貸付金            1,025              －         1,025

   関係会社長期貸付金        4,608,500         4,694,500  △    86,000

   長期性預金         250,000              －     250,000

   破産債権・更生債権等           32,867            31,956           911

   投資不動産          468,776           479,219  △    10,443

   長期前払費用               37                87  △        50

   保険積立金          841,202         1,021,681  △   180,479

   差入保証金          543,287           567,329  △    24,041

   会員権           75,860             95,860   △    20,000

   繰延税金資産          247,894           115,695       132,199

   その他投資等           56,646            53,320         3,326

   貸倒引当金 △     2,977,214  △     1,991,512  △   985,702

投資その他の資産計        4,968,665         6,133,453  △ 1,164,788

固定資産合計        9,079,727   62.1       10,303,352   61.9 △ 1,223,625

資産合計       14,624,672  100       16,636,412  100 △ 2,011,739
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                                                                                   （単位：千円） 

当  期 前  期 比  較  増  減

（平成１６年１２月３１日現在） （平成１５年１２月３１日現在） （ △ は 減 ）

          期別

 

科目  金     額 構成比  金     額 構成比 金  額

（負債の部）      ％     ％   

Ⅰ 流動負債      

   支払手形          807,720           767,628        40,091 

   工事未払金          664,211           727,850  △    63,639 

   短期借入金           50,000           900,000  △   850,000 

   一年内返済予定長期借入金          173,280           266,280  △    93,000 

   一年内償還予定社債          315,000           210,000       105,000 

   未払金           45,251           107,176  △    61,924 

   未払法人税等          118,445             5,196       113,249 

   未払費用           54,543            52,912         1,630 

   未成工事受入金          542,671           485,859        56,812 

   預り金            3,488             1,963         1,524 

   前受収益            2,228             1,985           243 

   完成工事補償引当金            2,090             3,500  △     1,410 

   賞与引当金           10,895            11,161  △       266 

   工事損失引当金            7,150              －         7,150 

   設備等支払手形            6,636             6,632             4 

   デリバティブ負債             －            88,301  △    88,301 

   その他流動負債             －               799  △       799 

流動負債合計        2,803,612   19.2        3,637,247   21.9 △   833,635 

Ⅱ 固定負債      

   社債        2,325,000         2,080,000       245,000 

   長期借入金          293,440         1,195,220  △   901,780 

   役員退職慰労引当金          484,963              －       484,963 

   預り保証金           27,481            26,901           580 

固定負債合計        3,130,885   21.4        3,302,121   19.8 △   171,236 

負債合計        5,934,497   40.6        6,939,369   41.7 △ 1,004,871 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金        4,542,968   31.1        4,542,968   27.3         － 

Ⅱ 資本剰余金      

       資本準備金        1,135,742         1,135,742          － 

       その他資本剰余金      

        資本準備金減少差益        3,822,068         3,822,068          － 

    資本剰余金合計        4,957,811   33.9        4,957,811   29.8         － 

Ⅲ 利益剰余金      

   別途積立金           80,000          －        80,000 

   当期未処分利益 

 （△当期未処理損失） 

 

△       710,322 

 

 

 

         301,078 

 

 

 

△ 1,011,400 

    利益剰余金合計 △       630,322 △ 4.3          301,078    1.8 △   931,400 

Ⅳ その他有価証券評価差額金           26,023    0.1           99,537    0.6 △    73,513 

Ⅴ 自己株式 △       206,305 △ 1.4 △       204,352 △ 1.2 △     1,953 

資本合計        8,690,174   59.4        9,697,042   58.3 △ 1,006,867 

負債資本合計       14,624,672  100       16,636,412  100 △ 2,011,739 
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（２）損 益 計 算 書                                                               （単位：千円） 

当  期 前  期 比 較 増 減

( 
自 平成１６年 １月 1 日

至 平成１６年１２月３１日 ) ( 
自 平成１５年 １月 1 日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
（ △ は 減 ）

          期別

 

 

科目  金     額 百分比  金     額 百分比 金  額

Ⅰ 売上高       ％       ％   

  完成工事高      7,749,086  100      8,958,251  100 △ 1,209,164

Ⅱ 売上原価      

  完成工事原価      6,931,649   89.5      7,756,510   86.6 △   824,861

 売上総利益      

  完成工事総利益          817,437   10.5      1,201,741   13.4 △   384,303

Ⅲ 販売費及び一般管理費        794,442   10.2        730,304    8.1       64,138

営業利益         22,995    0.3        471,437    5.3 △   448,442

Ⅳ 営業外収益      

    受取利息配当金        108,438         107,992           445

    投資有価証券売却益        171,379         130,489        40,890

    賃貸料収入         72,833          73,004  △       170

    為替差益         18,844              －        18,844

    ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価益         92,821             525        92,295

    保険配当金              823          58,709  △    57,886

    雑収入         70,337          45,800        24,536

営業外収益合計        535,479    6.9        416,521    4.6      118,957

Ⅴ 営業外費用      

    支払利息         24,099          69,441  △    45,341

    社債利息         18,572          16,172         2,400

    社債発行費用         12,900              －        12,900

    社債保証料         27,216              －        27,216

    投資有価証券売却損          1,309           5,758  △     4,448

    金利ｽﾜｯﾌﾟ差損         86,214          29,655        56,559

    為替差損             －          75,518  △    75,518

    賃貸資産費用         41,210          30,771        10,438

    雑支出         42,956          56,921  △    13,964

営業外費用合計        254,481    3.3        284,237    3.2 △    29,756

経常利益        303,993    3.9        603,721    6.7 △   299,728

Ⅵ 特別利益      

   貸倒引当金戻入益         60,445              －        60,445

   保険金収入        546,338              －      546,338

   特定金外信託解約益             －         289,957  △   289,957

特別利益合計        606,783    7.8        289,957    3.2      316,825

Ⅶ 特別損失      

   固定資産除却損         23,013           1,695       21,318

   貸倒引当金繰入額      1,014,500              －     1,014,500

   投資損失引当金繰入額         20,200         450,000  △   429,800

   社葬費用         18,058              －        18,058

   役員退職慰労引当金繰入額        457,810              －       457,810

   役員退職慰労金         12,740              －        12,740

   投資不動産売却損             －          81,928  △    81,928

   リース解約損             －           1,004  △     1,004

      投資有価証券評価損             －          55,087  △    55,087

特別損失合計     1,546,322   19.9       589,716    6.5      956,606
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                                                                                       （単位：千円） 

当  期 前  期 比 較 増 減

( 
自 平成１６年 １月 1 日

至 平成１６年１２月３１日 ) ( 
自 平成１５年 １月 1 日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
（ △ は 減 ）

          期別

 

 

科目  金     額 百分比  金     額 百分比   金     額 

    ％    ％   

 税引前当期純利益 

（△税引前当期純損失） 

 

△     635,545 

 

△ 8.2 

 

       303,963 

 

   3.4 

 

△   939,508

法人税、住民税及び事業税        120,353    1.6         12,844    0.1      107,509

過年度法人税等戻入額             －     - △      25,921 △ 0.3       25,921

法人税等調整額         65,257    0.8         15,962    0.2       49,294

当期純利益（△当期純損失） △     821,155 △10.6        301,078    3.4 △ 1,122,234

前期繰越利益        110,833              －       110,833

  当期未処分利益 

（△当期未処理損失） 

 

△     710,322 

 

 

 

       301,078 

 

 

 

△ 1,011,400
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  (３)重 要 な 会 計 方 針  

     １．有価証券の評価基準及び評価方法                                                                     

       （１）子会社株式及び関連会社株式           移動平均法による原価法                      

       （２）そ の 他 有 価 証 券                                 

                       時価のあるもの      決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本 

                         直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

            時価のないもの           移動平均法による原価法 

     ２．デリバティブの評価基準及び評価方法    時価法 

     ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       （１）未成工事支出金                      個別法による原価法 

       （２）材 料                              総平均法による原価法 

       （３）貯 蔵 品                              最終仕入原価法 

     ４．固定資産の減価償却の方法 

       （１）有形固定資産及び投資不動産                       定率法                                                    

                                                  ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設        

                                                  備を除く）については、定額法によっております。     

                                                  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

                                   建物・構築物     １５年～４７年 

                                                  機械装置                      １２年 

                                                  工具器具・備品          ３年～１０年                     

       （２）無形固定資産及び長期前払費用         定額法 

                                                  ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内 

                                                  における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって 

                         おります。 
   ５．繰延資産の処理方法 
        社  債  発  行  費          支出時に全額費用として処理しております。 

     ６．引当金の計上基準                                                                                   

       （１）貸 倒 引 当 金                            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について 

                                                  は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について 

                                                  は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して 

                                                  おります。                      
     （２）工 事 損 失 引 当 金          当期末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについ 
                         て、将来の損失に備えるため、その損失見積額を計上して 
                         おります。 

       （３）完成工事補償引当金                   完成工事にかかる瑕疵担保の費用に充てるため、当期末に 

                                                  至る１年間の完成工事高に対する将来の補償金額を見積も 

                                                  り、計上しております。 

       （４）賞 与 引 当 金                            従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上して 

                                                  おります。                                          

       （５）退 職 給 付 引 当 金                   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付 

                            債務の見込額及び年金資産の価額に基づき、当期末におい 

                                                 て発生していると認められる額を計上しております。 

                                            なお、当期末においては、年金資産が退職給付債務を上回 

                                                  るため前払年金費用（投資その他の資産の｢その他投資等｣） 

                                                  を計上しております。 
       （６）役員退職慰労引当金          役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末 
                         要支給額を計上しております。 
                        （会計方針の変更） 
                         役員退職慰労金は従来、支出時の費用としておりましたが、 
                         当事業年度より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労 
                         引当金として計上する方法に変更いたしました。 
                         この変更は、役員の在任期間の長期化に伴い、役員退職慰 
                         労金の金額的重要性が増してきていること、また役員退職 
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                         慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあることを 
                         鑑み、役員退職慰労金に係る規程を整備したことを機に、 
                         役員の在任期間に対応した費用配分を行うことで、期間損 
                         益の適正化と財務内容の健全化を図るためのものでありま 
                         す。この変更に伴い、当期発生額27,153千円は「販売費及 
                         び一般管理費」に計上し、過年度相当額457,810千円は「特 
                         別損失」に計上しております。 
                         この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益及び 
                         経常利益はそれぞれ27,153千円減少し、税引前当期純損失 
                         は484,963千円増加しております。 

       （７）投 資 損 失 引 当 金                            関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その資産 

                                                 内容等を検討して計上しております。なお、貸借対照表上 

                                            では、投資額から控除しております。 

 

     ７．外貨建の資産及び負債の                   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨 

         本邦通貨への換算基準                     に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
 
   ８．完成工事高の計上基準           完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 

 

     ９．リース取引の処理方法                     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以 

                                                  外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

                                                 取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   10．ヘッジ会計の方法 

 

   （１）ヘッジ会計の方法                      金利スワップのうち特例処理の要件を満たしているもの 

                                                  については、特例処理を採用しております。 

   （２）ヘッジ手段とヘッジ対象                                                                    

          ヘ ッ ジ 手 段          金利スワップ 

          ヘ ッ ジ 対 象          借入金変動金利 

   （３）ヘ ッ ジ 方 針            金利変動によるリスクを回避するために、金利スワップ 

                          取引を利用しております。なお、投機目的によるデリバ 

                          ティブ取引は行わない方針であります。 

   （４）ヘッジ有効性評価の方法         ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキ 

                          ャッシュ・フロー変動との間の相関関係によりヘッジ有 

                          効性の評価をしております。 

 

     11．消費税等の会計処理                                               

         消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。                                                 

 

 

 （表示方法の変更） 

   損益計算書類関係 

    前事業年度において営業外費用の「雑支出」に含めて表示しておりました「社債保証料」（前事業年度 

   19,683 千円）については、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため、当事業年度より区分掲記して 

   おります。 
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 注 記 事 項 

  （貸 借 対 照 表 関 係）                                        

       当       期        前       期    

( 自 平成１６年 １月 １日 
至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
１.有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 
                           3,621,435 千円 

１.有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 
                           3,484,207 千円 

 
２.下記の資産について、長期借入金 293,440 千円、
   一年内返済予定長期借入金 173,280 千円の担保 
   に供しております。 
   
    現 金 預 金           60,000 千円 
    建 物          195,380 
        土 地              220,000 
        投資有価証券         12,059 
    投資不動産               82,518 
 
            計              569,957 千円 
 なお、上記のほか子会社の建物 752,032 千円及び 
  土地 253,071 千円を担保に供しております。 

 
２.下記の資産について、長期借入金 1,195,220 千 
   円、一年内返済予定長期借入金 254,280 千円、 
   短期借入金 675,000 千円の担保に供しておりま 
   す。 
   
    現 金 預 金          618,600 千円 
    受 取 手 形          190,000 
    建 物          205,231 
        土 地              220,000 
        投資有価証券          9,055 
    投資不動産               85,197 
 
            計            1,328,084 千円 
 なお、上記のほか子会社の建物 799,364 千円及び 
  土地 253,071 千円を担保に供しております。 

３．関係会社株式に対する投資損失引当金 718,200 
  千円を控除しております。 

３．関係会社株式に対する投資損失引当金 698,000 
  千円を控除しております。 

４．下記の会社に対して以下の保証を行っております。 ４．下記の会社に対して以下の保証を行っております。 

被 保 証 者 保 証 債 務 残 高 被 保 証 債 務 の 内 容 被 保 証 者 保 証 債 務 残 高 被 保 証 債 務 の 内 容
 

株式会社ｽﾊﾟｼﾞｵ 
             千円
                 ７ 0，0 4 3 
 うち外貨建 
              4 9 4 千ユーロ 

 
輸入信用状開設及び輸入ユーザンス
保証 

計                 7 0, 0 4 3  

 
株 式 会 社 ﾀ ﾗ ｿ
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｼ ﾞ ｬ ﾊ ﾟ ﾝ
株式会社ｽﾊﾟｼﾞｵ

             千円 
              ８，０６３ 
 
                  ７２，９０９ 
 うち外貨建 
              ５４５千ユーロ 

 
金融機関からの借入れに対する債務保証
輸入信用状開設及び輸入ユーザンス保
証 

 
 
 
 

   

 

計                 ８０，９７２  

 上記のほか子会社の通貨オプション取引について 
 債務保証しております。なお、当該デリバティブ 
  取引の時価は、9,298 千円であります。 
   

 上記のほか子会社の通貨オプション取引について 
 債務保証しております。なお、当該デリバティブ 
  取引の時価は、33,008 千円であります。 
   

５．受取手形割引高     184,015 千円     
 

５．受取手形割引高     349,727 千円      
 

６．コミットメントライン契約 
  コミットメントライン 
  契約の総額         2,000,000 千円 
  借入実行残高         ―     千円 
  借入未実行残高      2,000,000 千円 

６．コミットメントライン契約 
  コミットメントライン 
  契約の総額         2,000,000 千円 
  借入実行残高         ―     千円 
  借入未実行残高      2,000,000 千円 

７．会社が発行する株式の種類及び総数   普通株式    36,500,000 株 
     発行済株式の種類及び総数       普通株式   9,553,011 株 
     自己株式の種類及び数          普通株式     833,519 株 

７．会社が発行する株式の種類及び総数   普通株式    36,500,000 株 
     発行済株式の種類及び総数       普通株式   9,553,011 株 
     自己株式の種類及び数          普通株式     828,535 株 

８．平成 15年 3月 27日開催の定時株主総会において、
  下記の欠損てん補を行っております。 
 
    資本準備金    1,701,157 千円 
    利益準備金     106,239 
      計      1,807,396 

 

９．商法施行規則第 124 条第 3 号の規定により、純資
  産額のうち配当制限を受ける額は、28,703 千円 
  であります。 

９．商法施行規則第 124 条第 3 号の規定により、純資
  産額のうち配当制限を受ける額は、48,366 千円 
  であります。 
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 （貸 借 対 照 表 関 係） 

       当       期        前       期    

( 自 平成１６年 １月 １日 
至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
10．当期末日は金融機関の休日でありますが、期末 
   日満期手形については満期日に決済が行われた 
   ものとして処理しております。 
    期末残高から除かれている期末日満期手形は次 
    のとおりであります。 
    受取手形             25,501 千円 
 

10．当期末日は金融機関の休日でありますが、期末 
   日満期手形については満期日に決済が行われた 
   ものとして処理しております。 
    期末残高から除かれている期末日満期手形は次 
    のとおりであります。 
    受取手形             47,751 千円 
    支払手形            177,071 千円 

  

 （損 益 計 算 書 関 係） 
                                            
       当       期            前       期     

( 自 平成１６年 １月 １日 
至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は 
  次のとおりであります。 
 
  従業員給与手当       286,921 千円 
  賞与引当金繰入額             4,602 
    役員退職慰労引当金繰入額    27,153 
    減価償却費                  20,518 
  雑費            125,185 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は 
  次のとおりであります。 
 
  従業員給与手当       277,580 千円 
  賞与引当金繰入額             4,840 
    減価償却費                  20,233 
  雑費             85,881 
 

 
２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
 
          建物              4,758 千円 
          機械装置                  79 
          車輌運搬具               790 
     工具器具・備品     1,570 
     撤去費用他            15,814 
 
     計        23,013 千円 

 

 
２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
 
          機 械 装 置             319 千円 
     工具器具・備品     1,376 
 
     計         1,695 千円 

 

３．受取利息配当金には関係会社からのものが、92, 
    409 千円含まれております。また賃貸料収入には
    関係会社からのものが、36,767 千円含まれており
   ます。 

３．受取利息配当金には関係会社からのものが、9, 
    530 千円含まれております。また賃貸料収入には
    関係会社からのものが、37,606 千円含まれており
   ます。 

４．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 
  7,860 千円であります。 

４．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 
  2,942 千円であります。 

５．保険金収入 546,338 千円は、前取締役社長の逝去
  によるものであります。 

 

６．貸倒引当金繰入額 1,014,500 千円は、関係会社に
  対するものであります。 

 

７．投資損失引当金繰入額 20,200 千円は、関係会社 
  に対するものであります。 

７．投資損失引当金繰入額 450,000 千円は、関係会社
  に対するものであります。 
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 （税効果会計関係） 
                                                  (単位：千円)     

当       期 前       期 

( 自 平成１６年 １月 １日 
至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 
 
 （繰延税金資産） 
  流動資産  
     賞与引当金否認                4,434 
     その他                        3,760 
   繰延税金資産（流動）合計      8,194 
 
   固定資産 
     貸倒引当金損金算入限度超過額  1,195,814   
     投資損失引当金否認           292,307 
     役員退職慰労引当金否認       197,380 
     ゴルフ会員権評価損否認        95,580 
   その他有価証券評価損          11,920 
     その他                         5,810 
 
    小計                       1,798,813 
 
   評価性引当額          △    1,517,676 
 
     繰延税金資産（固定）合計          281,137 
   固定負債 
   前払年金費用               15,381 
   その他有価証券評価差額金         17,860 
   繰延税金負債（固定）の合計          33,242 
   繰延税金資産（固定）の純額         247,894 
  
   繰延税金資産の純額           256,089 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
  別の内訳 
 
 （繰延税金資産） 
  流動資産  
     繰越欠損金              149,100 
     その他                        6,095 
 
   繰延税金資産（流動）合計   155,195 
 
   固定資産 
     貸倒引当金損金算入限度超過額   800,185 
   投資損失引当金否認          284,086 
     繰越欠損金              157,051      
     ゴルフ会員権評価損否認       96,394 
     その他有価証券評価損         31,274 
     その他                        4,231 
 
    小計                      1,373,223 
 
   評価性引当額          △   1,176,917 
 
     繰延税金資産（固定）合計         196,305 
 
   固定負債 
   前払年金費用                 12,293 
   その他有価証券評価差額金            68,316 
   繰延税金負債（固定）の合計          80,610 
   繰延税金資産（固定）の純額       115,695 
 
   繰延税金資産の純額          270,891 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
  担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
    
 法定実効税率                      42.1% 
 （調 整） 
 評価性引当額等の影響額           △ 57.5% 
 交際費等永久に損金に算入されない項目    △   0.4% 
  受取配当金等永久に益金に算入されない項目    0.3% 
  住民税均等割額                   △  2.0% 
 留保金課税               △ 11.7% 
 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率      △  29.2% 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 
  担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
    
 
 法定実効税率                      42.1% 
 （調 整） 
 評価性引当額等の影響額           △ 39.8% 
 交際費等永久に損金に算入されない項目        1.1% 
  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △   0.0% 
  住民税均等割額等                    4.2% 
 過年度法人税等戻入額          △  8.5% 
 税率変更による期末繰延税金          1.9% 
 資産の減額修正 
 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率        1.0 % 
 

 ３．地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律
第9号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、
当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（た 
だし、平成 17 年 1 月 1 日以降解消が見込まれるものに
限る。）に使用した法定実効税率は、前期の 42.1%から
40.7%に変更されております。その結果、繰延税金資産
（固定）の金額が 3,578 千円減少し、当期に計上され 
た法人税等調整額の金額が 5,844 千円、その他有価証 
券評価差額金（貸方）が 2,266 千円それぞれ増加して 
おります。 
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リース取引関係 

                                          (単位：千円) 

      当       期       前       期 

( 自 平成１６年 １月 １日 
至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借手側 

①．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

 相当額及び期末残高相当額 

①．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

 相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相 当 額     

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

相 当 額
 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

相 当 額

機 械 装 置  229,251   71,066  158,184 機 械 装 置  229,251   47,237  182,013

車輌運搬具    3,500    1,516    1,983 車輌運搬具    3,500      816    2,683

工 具 器 具 ・ 備 品               56,667   33,801   22,866 工 具 器 具 ・ 備 品              66,247   38,039   28,208

ソフトウェア   38,887   21,690   17,196 ソフトウェア   38,791   17,650   21,141

合 計        328,305  128,075  200,230 そ の 他         3,196    2,610      586

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     合 計       340,986  106,354  234,632

  

②．未経過リース料期末残高相当額 

    １年以内      45,197 

    １ 年 超              160,821 

    合 計              206,018 

②．未経過リース料期末残高相当額 

    １年以内     44,211 

    １ 年 超            196,008 

    合 計            240,220 

③．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

 相当額 

(1) 支 払 リ ー ス 料                53,210 

(2) 減価償却費相当額        44,674 

(3) 支払利息相当額                 8,961 

③．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

 相当額 

(1) 支 払 リ ー ス 料                 54,598 

(2) 減価償却費相当額         45,839 

(3) 支払利息相当額                 10,350 

④．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

る定額法によっております。 

⑤．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

⑤．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 

ついては、利息法によっております。 
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リース取引関係 

                                           (単位：千円) 

      当       期       前       期 

( 自 平成１６年 １月 １日 至 平成１６年１２月３１日 ) ( 自 平成１５年 １月 １日 
至 平成１５年１２月３１日 ) 

２．貸手側 ２．貸手側 

①．転リース物件の取得価額、減価償却累計額 

 及び期末残高 

①．転リース物件の取得価額、減価償却累計額 

 及び期末残高 

 

 取得価額 

 

減価償却 

累 計 額 

期末残高

 

工具器具・備品    37,599    26,448    11,150

ソフトウェア    31,218    18,666    12,552

合  計    68,818    45,114    23,703

 

②．未経過リース料期末残高相当額 

 

    １年以内      14,405 

    １ 年 超              10,721 

    合 計              25,126 

 

 取得価額

 

減価償却 

累 計 額 

期末残高

 

工具器具・備品    37,599    18,928    18,670

ソフトウェア    31,218    12,422    18,796

合  計    68,818    31,350    37,467

 

②．未経過リース料期末残高相当額 

 

    １年以内      13,882 

    １ 年 超              25,131 

    合 計              39,013 

③．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

(1) 受 取 リ ー ス 料          15,098 

(2) 減 価 償 却 費 額          13,763 

(3) 受取利息相当額            1,215 

③．受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

(1) 受 取 リ ー ス 料          15,098 

(2) 減 価 償 却 費 額          13,763 

(3) 受取利息相当額            1,719 

④．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

④．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額 

を利息相当額とし、各期への配分方法について 

は、利息法によっております。 

  

３．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

    １年以内      1,608 

    １ 年 超              4,824 

    合 計              6,432 
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（１株当たり情報） 
 

当           期 前          期 

 ( 
 自 平成 16 年 1 月 1 日 
 至 平成 16 年 12 月 31 日 

)  (
 自 平成 15 年 1 月 1 日 
 至 平成 15 年 12 月 31 日 

) 

 
１株当たり純資産額         996 円 64 銭 
１株当たり当期純損失         94 円 15 銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりま
せん。 

 
１株当たり純資産額       1,108 円 84 銭 
１株当たり当期純利益         30 円 81 銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益        30 円 66 銭 

  当期から｢１株当たり当期純利益に関する会計基準｣
(企業会計基準第２号)及び｢１株当たり当期純利益に 
関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針 
第４号)を適用しております。これによる影響は軽微 
であります。 
 なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用した 
場合、１株当たり情報に与える影響はありません。 

 
 （注）１株当たり当期純利益（△当期純損失）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、 
   以下のとおりであります。 
 

当  期 前          期  

(
 自 平成 16 年 1 月 1 日 
 至 平成 16 年 12 月 31 日 

) (
 自 平成 15 年 1 月 1 日 
 至 平成 15 年 12 月 31 日 

)

１株当たり当期純利益（△当期純損失）   

  当期純利益（△当期純損失）（千円）    △    821,155         301,078 

  普通株主に帰属しない金額（千円）            ―          23,000 

  普通株式に係る当期純利益（△当期純損失）（千円）    △    821,155         278,078 

  普通株式の期中平均株式数（株）              8,722,093              9,026,913 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

  当期純利益調整額（千円）            ―            ― 

  普通株式増加数（株）            ―          41,971 

  （うち新株予約権（株））            ―                 41,971 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

 新株予約権 
  株主総会の特別決議日 
  平成 15 年 3 月 27 日 
  （新株予約権 270 個） 

           ― 

 

 

 （重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 
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（４）比 較 利 益 処 分 案 

 

当       期 前       期 比 較 増 減 

 ( 
自 平成１６年 １月 1 日 

至 平成１６年１２月３１日 )  ( 
自 平成１５年 １月 1 日 

至 平成１５年１２月３１日 ) 
（ △ は 減 ） 

科     目 金     額 科     目 金     額 金     額 

（ 未処理損失の処理）   円     円            円

Ⅰ 当期未処理損失     710,322,261     ―     ―     710,322,261 

     

Ⅱ 損失処理額     

     

   別途積立金取崩額      80,000,000     ―     ―      80,000,000 

     

     その他資本剰余金からの振替額     630,322,261     ―     ―     630,322,261 

     

次 期 繰 越 損 失               0     ―     ―               0 

    ―     ― Ⅰ 当期未処分利益    301,078,262 △  301,078,262 

     

    ―     ― Ⅱ 利益処分額    190,244,760 △  190,244,760 

     

    ―     ―    株主配当金     87,244,760 △   87,244,760 

   （１株につき 10 円）  

     

    ―     ―      役員賞与金     23,000,000 △   23,000,000 

    ―     ―    （うち監査役賞与金） （     300,000） （ △   300,000）

     

    ―     ―    別途積立金     80,000,000 △   80,000,000 

     

    ―     ― 次 期 繰 越 利 益    110,833,502 △  110,833,502 

（その他資本剰余金の処分）     

Ⅰ その他資本剰余金   3,822,068,948     ―     ―   3,822,068,948 

     

Ⅱ その他資本剰余金処分額     

     

     利益配当金       87,194,920     ―     ―      87,194,920 

 （１株につき 10 円）    

     

     当期未処理損失への振替額     630,322,261     ―     ―     630,322,261 

     

その他資本剰余金次期繰越額   3,104,551,767     ―     ―   3,104,551,767 

    

 10.役員の異動 

    該当事項はありません。 
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